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第１章 はじめに 

１ 計画策定の趣旨 

 

本県では、平成２５（２０１３）年３月に、県民の誰もが、豊かなスポ

ーツライフを創造できる「生涯スポーツ社会の実現」を基本理念とし、県

民が、生涯にわたって自主的・自律的かつ継続的にスポーツに親しみなが

ら、人と地域が輝く『ふくしま』を創ることを基本目標とした「福島県ス

ポーツ推進基本計画（計画期間：平成２５（２０１３）年度～令和２（２

０２０）年度）」を策定しました。 

 

一方、国においては、平成２５（２０１３）年９月に東京２０２０オリ

ンピック・パラリンピック競技大会（以下「東京２０２０大会」という。）

の開催が決定し、国民のスポーツに対する関心が高まる中、平成２７（２

０１５）年１０月にスポーツ行政を総合的・一元的に推進する「スポーツ

庁」が設置され、厚生労働省から障がい者スポーツを移管したほか、平成

２９（２０１７）年３月には、スポーツ立国の実現に向けた指針となる「第

２期スポーツ基本計画」を策定するなど、スポーツ施策の総合的な推進を

図っています。 

 

こうした中、国の計画理念を具現化し、東日本大震災・原子力災害から

の復興状況を始めとする本県を取り巻く社会やスポーツ環境の変化に対

応するため、平成３０（２０１８）年１月に「福島県スポーツ推進基本計

画」の一部を改定しました。 

 

その後、令和２（２０２０）年から感染が拡大した新型コロナウイルス

感染症へは、今後も長期的な対応が見込まれ、「３つの密」の回避といっ

た基本的な感染対策の徹底や、「新しい生活様式」の実践・定着を進めな

がら、スポーツ活動の推進が求められています。 

 

また、東京２０２０大会によるスポーツ活動の機運上昇をレガシーと

して継承し、県内のスポーツを一層推進していくために、誰もが身近な地

域でスポーツに親しむことができる環境づくりや競技力の向上に向けた

実効性と持続性のある取組等を進める必要があります。 
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このような社会情勢の変化の中、これまでの取組や成果・課題を明確に

した上で、本県のスポーツに関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ため、新たに「福島県スポーツ推進基本計画」を策定します。 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は、スポーツ基本法（平成２３年法律第７８号）第１０条第１項

に基づく計画として、国の「第２期スポーツ基本計画」等を参酌し、本県

の実情に即した計画を策定するものです。 

また、「福島県総合計画」のスポーツに関する部門別計画として位置付

け、本県スポーツの推進を図るための基本的な方向性を示すものです。 

 

３ 計画の期間 

「福島県総合計画」が令和４（２０２２）年度から令和１２（２０３０）

年度までの９か年計画であることを受け、本計画も同様の期間とします。 

また、計画期間中に、国の計画の改定や本県を取り巻く状況の変化など

を踏まえて随時見直しを行うこととします。 

 

 

 

４ 計画におけるスポーツの範囲 

「sports（スポーツ）」の語源は、ラテン語の「deportare（デポルター

レ）」とされており、それは、気晴らしや遊び・楽しみ・休養といった要

素を指しているといわれています。 

スポーツ基本法において「スポーツは、心身の健全な発達、健康及び 

体力の保持増進、精神的な充足感の獲得、自律心その他の精神の涵養等の

年度
Ｈ２９
(2017）

Ｈ３０
(2018）

Ｒ元
（2019）

Ｒ２
（2020）

Ｒ３
（2021）

Ｒ４
（2022）

Ｒ５
（2023）

Ｒ６
（2024）

Ｒ７
（2025）

Ｒ８
（2026）

Ｒ９
（2027）

Ｒ１０
（2028）

Ｒ１１
（2029）

Ｒ１２
（2030）

法

計画

県総合計画 ※

県スポーツ
推進基本計画

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大により県総合計画の策定を延期したため、令和３年度に限っては、県政運
営を切れ目なく進める上で必要な施策を「重点施策体系」として定めました。

県
の
計
画

ふくしま新生プラン 福島県総合計画（Ｒ４～Ｒ１２）

ふくしまスポーツ元気創造プラン 福島県スポーツ推進基本計画（Ｒ４～Ｒ１２）

「福島県スポーツ推進基本計画」と関連計画等

国
の

計
画
等

スポーツ基本法（Ｈ２３（２０１１）～）

第２期スポーツ基本計画 第３期スポーツ基本計画 第４期スポーツ基本計画
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ために個人又は集団で行われる運動競技その他の身体活動」であると謳

われています。 

これらを踏まえ、本計画では、一定のルールに則った勝敗や記録を競う

ものだけではなく、余暇時間や仕事時間等を問わず健康を目的に行われ

る身体活動、さらには、気晴らしや楽しみなどを目的にしたウォーキング

やランニングなどの身体活動も含むものとし、スポーツを幅広い範囲で

捉えます。 
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第２章 福島県のスポーツの現状と課題 

１ 県民の運動・スポーツ活動の実態 

（１）成人の運動・スポーツ活動  

令和元（２０１９）年度の県民の運動・スポーツに関する実態調査

（以下「県の実態調査」という。）では、本県の「週１回以上定期的に

運動・スポーツを実施している成人の割合（以下「スポーツ実施率と

いう。」）」は４９．９％で、県民の２人に１人が週１回以上何らかの運

動やスポーツに取り組んでいるという結果でした。 

しかし、令和元（２０１９）年度に国が行った調査の全国のスポー

ツ実施率は５３．６％であり、令和元年度の本県の実施率は、全国と

比べ３．７％下回っています。本県の運動・スポーツの実施阻害の主

な要因として「仕事（家事・育児）が忙しくて時間がないから」「機会

がなかったから」「疲れるから」などが挙げられます。 

また、県内男女別の比較では、男性に比べて女性のスポーツ実施率

が低く、県内年代別の比較では、３０代から５０代などの「働き世代」

や「子育て世代」のスポーツ実施率が低い結果となっています。男女

別と年代別の傾向は本県だけではなく、全国的に同様の傾向を示して

おり、全国的な課題となっています。 

このような現状であることから、本県のスポーツ実施率を向上させ

るため、働き世代、女性、子育て世代が気軽に運動・スポーツに取り

組むことができる環境づくりに加え、これまで運動・スポーツに関心

を持たなかった人への働きかけが必要です。 

    

 

＜本県のスポーツ実施率＞
週に１回
以上

まったく行っ
ていない

無回答

全体（％） 49.9 48.5 1.6

男性（％） 55.7 43.1 1.3
女性（％） 45.2 53.1 1.9
年齢別

２０代 54.1 45.9 －
３０代 37.9 62.1 －
４０代 47.2 52.8 －
５０代 46.5 51.6 1.8
６０代 53.3 45.6 1.0
７０歳以上 56.2 38.4 5.4

資料：福島県「県民の運動・スポーツに関する実態調査」（令和元年度）
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100
本県のスポーツ実施率

週に１回以上 まったく行っていない 無回答
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（２）高齢者の運動・スポーツ活動  

本県の高齢者の数（６５歳以上人口）は、５８１,８８０人（令和３（２

０２１）年４月）で、県人口に占める高齢者の割合は３２．５％となっ

ています。年々高齢化が進む（令和２（２０２０）年から５,２６５人増

加）中で、運動・スポーツを通した健康づくりを推進することにより、

高齢者が健康でいきいきと生活し、健康長寿県の実現が期待されます。

また、スポーツにより人や地域との交流を深めることは、孤立防止やフ

レイルの予防につながります。 

本県６０代・７０歳以上のスポーツ実施率は、他の年代と比べると高

い数値（６０代５３．３％、７０歳以上５６．２％）を示していますが、

より多くの高齢者が運動・スポーツに親しむことができるよう、身近で

安全・安心な運動・スポーツ活動に取り組める環境づくりが必要です。 

 

（３）子どもの運動・スポーツ活動 

① 幼児期における身体活動  

近年の都市化や少子化の進展は、社会環境や人々の生活様式を大き 

く変化させ、子どもにとって遊ぶ場所・遊ぶ仲間・遊ぶ時間の減少な

どが体を動かして遊ぶ機会の減少を招いています。幼児にとって体を

動かして遊ぶ機会が減少することは、その後の児童期、青年期への運

動やスポーツに親しむ資質や能力の育成の阻害にとどまらず、意欲や

気力の減弱、対人関係やコミュニケーションをうまく構築できないな

ど、心の発達にも重大な影響を及ぼす懸念があります。 

主体的に体を動かす遊びを中心とした身体活動を、幼児の生活全体 

の中に確保していくことは大きな課題となっており、家庭や地域と連

携した環境づくりが求められています。 

② 児童生徒の体力等 

東日本大震災に伴う原子力災害以降、本県の子どもたちは、生活環

境の変化に起因する運動不足や肥満傾向、体力や運動能力の低下など、

多くの健康課題を抱えています。 

児童生徒の肥満傾向は震災以前から課題であり、震災以降は一段と

悪化し、様々な対策や取組によりゆるやかな改善傾向を示していたと

ころでした。しかし、令和２年からの新型コロナウイルス感染症の感

染拡大の影響もあり、肥満傾向児の出現率が、８歳男子と５歳女子を
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除く全年齢で全国平均を上回る結果（令和２年度）となっている状況

です。 

また、児童生徒の体力・運動能力は、令和元（２０１９）年度の「全

国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果における体力合計点で、本

県の小５女子（５６．１９）・中２女子（５０．０９）が全国平均の小

５女子（５５．５９）・中２女子（５０．０３）を上回る結果となりま

したが、小５・中２男子は全国平均を下回っている状況となっており

ます。 

今後も健康課題の克服に向け、学校、家庭、関係機関の継続した取

組が必要です。 

 

   

 ※H23年度は東日本大震災・原子力災害の影響により数値なし

0

5

10

15

20

25

H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

肥満傾向児の出現率（男子）

全国小学校５年 本県小学校５年

全国中学校２年 本県中学校２年

（年度）

（％）

0

5

10

15

20

25

H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

肥満傾向児の出現率（女子）

全国小学校５年 本県小学校５年

全国中学校２年 本県中学校２年

（年度）

（％）

令和元年度全国平均（点） 令和元年度本県平均（点）

小学校５年男子 ５３.　６１ 　　　　５３.　０４

小学校５年女子 ５５.　５９ 　　☆　５６.　１９

中学校２年男子 ４１.　５６ 　　　  ４１.　２８

中学校２年女子 ５０.　０３ 　　☆　５０.　０９

※☆は全国平均を上回った値

資料：県教育庁健康教育課

「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」における本県の体力合計点平均の比較
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③ 児童生徒の運動意欲 

「令和元（２０１９）年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結

果によると、本県の小学５年男女、中学２年男女は、「運動やスポーツ

をすることが好き」の割合が全国平均を下回り、「１週間の総運動時間」

も中２女子以外は全国平均を下回る結果となりました。 

児童生徒が気軽に楽しく運動やスポーツができる環境や仕組みづく

りが課題となっており、学校、家庭、地域が一層連携・協力すること

が求められています。 

 

 （４）「みる」「ささえる」スポーツ  

県内では複数のプロスポーツチームが活動しており、「する」だけでは

なく、「みる」「ささえる」など様々なスポーツの楽しみ方や関わり方を

体感できる環境にあります。 

スポーツを「みる」ことがきっかけで「する」「ささえる」といったス

ポーツとの関わりをもつことができたり、トップアスリートの姿を間近

に見ることでスポーツへの興味・関心を高めたりすることができるなど、

様々な効果が期待されます。 

また、県内では各地域でマラソン大会や自転車ロードレース大会な 

ど、多様なスポーツイベントが開催されています。企業や地域、ボラン

ティア団体などの協力による「ささえる」スポーツボランティアの活用

が図られており、特に県内を拠点とするプロスポーツチーム等の活動で

は、スポーツボランティアが活躍し、大会や競技運営などにおいて、な

くてはならない存在になっています。 

県の実態調査では、「スポーツボランティアを行っていない理由」につ

いて、「参加する機会がないから」「活動があることを知らなかった」と

回答した割合が多くみられました。スポーツボランティア活動の継続と

広がりを図るため、参加する機会の確保や県民への情報発信、参加しや

すい仕組みづくりなどが課題としてあげられます。 

全国平均本県平均全国平均本県平均全国平均本県平均全国平均本県平均

資料：県教育庁健康教育課

運動習慣等について

Ｒ１全国体力・運動
能力調査

児童・生徒質問

小学校５年 中学校２年

男子 女子 男子 女子

８１７.５ ８００.８

運動やスポーツをす
ることは「好き」（％）

７１.２ ６８.７ ５５.６ ５３.９ ６２.５

1週間の総運動時間
（月～日）（分）

５５６.８ ４４７.２ ３４８.９ ３０７.６ ５９６.０ ６０４.８

６１.７ ４６.８ ４４.３
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（５）総合型地域スポーツクラブ  

地域のスポーツ活動の拠点として期待される総合型地域スポーツク

ラブ（以下「総合型クラブ」という。）は、令和３（２０２１）年４月 1

日現在、４８市町村に８０クラブが設立されています。 

しかし、県の実態調査における総合型クラブの認知度は２３．４％で

あり、十分に認知度が高まっているとはいえない状況です。 

また、スポーツ庁の「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドラ

イン」では、「学校と地域が協働・融合した形での地域のスポーツ環境の

充実の推進」が示されており、子どものスポーツ活動機会の確保のため、

総合型クラブにその受け皿としての役割が期待されます。 

地域の実情や地域住民の多様なニーズに応じたスポーツ活動を展開

し、より地域に定着していくことなどが課題となっています。 

 

（６）スポーツ施設 

国では、スポーツ施設やオープンスペース等のスポーツに親しむ場 

を確保するため、既存施設の有効活用を推進しています。県内でも数多

くのスポーツ施設が整備されており、地域住民の多様なニーズに対応で

きる拠点として、既存施設の有効活用が求められています。 

また、学校体育施設は、地域の最も身近なスポーツ施設であるととも

に、コミュニティスペースとして重要な役割を担っており、地域のスポ

ーツ資源として一層の活用を図ることが必要です。本県では、市町村が

管轄する小・中学校では学校開放率が高い割合で推移しています。 

一方、県立学校は定時制や運動部活動等との関連もあり、小・中学校

に比べ低い割合となっています。部活動が休みとなる週休日や長期休業

中などにおいて県立学校の有効活用を図るなど工夫し、県立学校開放率

の増加を図っていくことが課題となります。 

 

（７）県内市町村におけるスポーツ推進計画の策定状況 

県内の市町村における現在のスポーツ推進計画の策定状況は、「スポ

ーツ推進計画」を単独で策定しているのは７市町村、総合計画や教育計

画等にスポーツを含む形で策定しているのは４４市町村、スポーツに関

する計画を持たないのは８町村となっています。 
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他県では、市町村がスポーツ推進計画を単独で策定し、スポーツによ

る医療費抑制の取組や研究成果も報告されており、スポーツを通じた健

康増進による健康長寿社会の実現を目指す取組が行われています。 

各市町村において「スポーツ推進計画」の策定や改定をし、地域の特

性や現場のニーズに応じたスポーツ施策を主体的に実施することによ

り、健康増進、共生社会の実現、経済や地域の活性化などを図り、関係

機関がスポーツを通じた活力ある社会づくりに一体となって取り組む

ことが必要です。 
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２ 福島県の競技力 

（１）国民体育大会の成績 

平成７（１９９５）年に行われた「ふくしま国体」を契機に高めら

れた競技力は、近年の国民体育大会（以下「国体」という。）の総合成

績（天皇杯順位）を見ると、３０位台後半から４０位台と低い位置で

推移しています。公益財団法人福島県体育協会（以下「県体育協会」

という。）を始め、競技団体や学校体育団体等と連携した競技者の発掘・

育成・強化に取り組んできたところですが、現行計画の目標順位であ

る３０位以内には達していないため、喫緊の課題である少年種別と団

体競技の競技力向上に取り組むことが必要です。 

 

 

（２）近年の本県関係オリンピック競技大会出場選手 

本県では、平成２６（２０１４）年度から将来の活躍が期待される

ジュニア世代のアスリートを対象に、国際的な競技力の向上を見据え

た支援に取り組んでおり、平成２８（２０１６）年度からは、日本代

表を目標とし、世界を舞台に活躍が期待できる本県のアスリートを対

象に強化活動の支援を図ってきました。 

そのような中、東京２０２０オリンピック競技大会には、強化活動

の支援を図ったアスリートを含め、過去最多となる１６名が出場を果

しました。その活躍は、県民に大きな感動をもたらしてくれるもので

資料：県スポーツ課調べ

H27

和歌山

H28

岩手

H29

愛媛

H30

福井

R元

茨城

天皇杯順位(位) 31 35 41 44 39

20

25

30

35

40

45

国民体育大会過去５年間の本県総合成績順位の推移
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あり、今後も、世界を舞台に活躍が期待できるアスリートの輩出を目

指した取組が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【世界で活躍する渡辺勇大選手と東野有紗選手（第７０回国民体育大会出場時）】 

 

夏季大会

開催年 開催地 選手名

山下　航平 陸上競技 男子三段跳

渡邉　一成 自転車競技 男子ケイリン

窪木　一茂 自転車競技 男子オムニアム

桃田　賢斗 バドミントン 男子シングルス

渡辺　勇大 バドミントン 男子ダブルス：５位・混合ダブルス：銅メダル

東野　有紗 バドミントン 混合ダブルス：銅メダル

遠藤　純 サッカー 女子：８位

菅澤　優衣香 サッカー 女子：８位

三宅　史織 サッカー 女子：８位

近内　三孝 ウエイトリフティング 男子６７ｋｇ級：７位

男子２００ｍ自由形・男子４×２００ｍリレー

混合４×１００ｍリレー

宮田　悠佑 カヌー 男子スプリントカヤックフォア５００ｍ

皆川　博恵 レスリング フリースタイル女子７６ｋｇ級：５位

金子　広美 自転車競技 女子ロードレース

新田　祐大 自転車競技 男子ケイリン・男子スプリント

笠原　謙哉 ハンドボール 男子

相澤　晃 陸上競技 男子１００００ｍ

山内　大夢 陸上競技 男子４００ｍ障害

山下　潤 陸上競技 男子２００ｍ

冬季大会

開催年 開催地 選手名

遠藤　尚 スキー・フリースタイル 男子モーグル

星野　純子 スキー・フリースタイル 女子モーグル

穂積　雅子 スケート・スピードスケート 女子３０００ｍ・女子５０００ｍ

遠藤　尚 スキー・フリースタイル 男子モーグル

渡部　剛弘 スキー・ノルディックスキー複合：４位

＊選手名の太字は入賞者

競技種目

Ｈ２６
（２０１４）

ソチ
（ロシア）

Ｈ３０
（２０１８）

平昌
（韓国）

本県関係オリンピック競技大会出場選手

競技種目

Ｈ２８
（２０１６）

リオデジャネイロ
（ブラジル）

Ｒ３
（２０２１）

東京
松元　克央 競泳
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（３）競技力向上のための環境 

長年にわたり、本県の競技力をけん引してきた優秀な指導者に続く、

次世代を担う指導者の養成・確保が多くの競技団体に共通する課題と

なっています。 

本県では、国体等に向けて競技力向上が図られるよう、競技団体に

おける指導体制の整備に努めています。近年の国体における総合成績

から、競技力の伸び悩みも見られるため、優れた資質を有するジュニ

ア選手の発掘に取り組み、効果的な選手の育成・強化を図るとともに、

競技団体における一貫指導体制の推進に向けた取組が必要です。 

競技団体の中には、組織体制・指導体制が強固ではない団体も見ら

れることから、諸課題を適切に把握し、それらの課題克服に向けた取

組が必要です。 

今後も競技者がより質の高い活動ができるよう、競技団体における

強化拠点の環境整備を始めとする競技力向上に必要な諸条件に関する

調整が必要です。 

資料：県体育協会調べ

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

人数（人） 33 41 58 55 53 51 65 118 88 37

30

45

60

75

90

105

120

135

国際大会に出場した過去10年間の本県競技者数の推移
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３ 障がい者スポーツ 

（１）障がい者スポーツの活動状況 

      令和元年度に実施した県民実態調査の結果を見ると、東京パラリン

ピック等への関心の高さなどを背景として「車いすバスケットボール」

の認知度が８割超となるなど、競技種目の認知度が高まりつつある一

方、県民が実際に障がい者スポーツに関与した経験については極めて

低い数値となっており、その理由は「参加機会がない」が全体の６３％

となっています。 

県では、障がい者のスポーツ活動を総合的に推進するために、公益

財団法人福島県障がい者スポーツ協会（以下「県障がい者スポーツ協

会」という。）と連携し、各種スポーツ教室の開催や指導員の養成等を

実施しており、これらの取組が、パラリンピックを始めとした国際大

会や全国大会において活躍するアスリートの輩出にもつながっていま

す。 

障がい者の多くは、成人後、学校教育活動のような体育・スポーツ  

に触れ楽しむ機会が減少する傾向にあることから、生涯にわたり、自

分で選択し積極的にスポーツを行うことができるよう、幼少期から幅

広い年代で、個々の特性やニーズに応じた多種多様なスポーツ機会を

確保することが求められます。 

また、障がい者の可能性を引き出し、個々の能力に応じたアスリー

トを育成し、選手層の裾野拡大を図ることが、障がい者スポーツを振

興していく上で、今後さらに必要です。 

さらに、障がいの有無に関わらず共にスポーツを楽しむことは、障

がいへの理解促進等につながることから、スポーツを通した共生社会

の実現に向けた取組が、今後一層求められています。 

 

 

 

 

                       

 

 

【小学校への出前講座 車いすバスケットボール教室】 
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（２）障がい者スポーツの環境 

各スポーツ教室等については、地域やパラ競技団体、障がい者スポ

ーツ団体ごとに拠点となる活動場所などにおいて、福島県障がい者ス

ポーツ指導者協議会と連携し定期的に実施しています。しかし、特に

パラ競技団体の運営については、大会の開催や練習会を継続的に実施

していく上での財政的な課題も多く、パラ競技団体へのサポートが必

要です。 

また、スポーツの特性や個々のニーズなどを理解し、マッチングや

コーディネートできるスポーツ指導員や専門スタッフ等を育成し、障

がい者スポーツの裾野拡大を図るとともに、パラアスリートの発掘・

育成・強化をすることが必要です。 

さらに、バリアフリー法に基づく基本的な方針の中には、各施設に

おけるバリアフリー化の一層の推進が挙げられていることから、施設

のバリアフリー化や障がい者へのきめ細かな配慮が行き届く施設運営

など、障がい者スポーツを取り巻く環境の充実が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         【活動拠点を中心とした陸上競技練習会】 
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４ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の 

福島県開催 

令和３（２０２１）年７月２１日、２２日、２８日の３日間にわたり、東京

オリンピック野球・ソフトボール競技の予選ラウンドとして、ソフトボール６

試合と野球１試合が県営あづま球場で開催されました。 

     平成２９（２０１７）年に本県における競技開催が決定された以降、県営あ

づま球場の機能性、利便性向上や老朽化対策を図るため、グラウンドの人工芝

化やバリアフリー化、エレベーターの設置等の改修を行いました。また、大会

に向けた機運を盛り上げるため、県内市町村や民間企業等と連携し、競技体験

イベントや主要駅等へのカウントダウンボードの設置、ラッピングバスの運行

等を行いました。 

     本県での競技開催を通して、福島の現状や魅力の発信に一定の成果が得られ

るとともに、オリンピック・パラリンピックを契機として県民のスポーツ活動

への関心が高まりました。 

一方、新型コロナウイルス感染症の影響により、県営あづま球場での野球・

ソフトボール競技が無観客となるとともに、大会を支える都市ボランティアの

活動やホストタウン交流等が中止又は規模縮小となり、県民参加や情報発信等

の取組に課題が残りました。 

     今後は、東京２０２０大会の成果と課題を踏まえ、都市ボランティアの活動

機会の創出や、関係団体等と連携した県営あづま球場等を活用したスポーツに

よる交流人口の拡大等に取り組むなど、東京２０２０大会を契機とした、活力

ある地域づくりにつなげていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【東京２０２０大会が開催された県営あづま球場】 
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５ 考慮すべき社会の現状 

○ 平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災・原子力災害の発生か

ら１０年余、本県は一歩ずつ復興の歩みを進めてきましたが、避難地域

などでは、いまだスポーツ活動に支障が生じているところもあります。

また、近年は、台風や大雨等による自然災害が頻発し、スポーツ施設に

大きな被害が生じるなど、本県を取り巻くスポーツ環境に影響を及ぼし

ています。 

そのような中でも、県は関係機関や団体が協力してスポーツに親しむ

機会の確保を図るなど、広域的なスポーツ環境の整備が求められていま

す。 

 

○ 新型コロナウイルスと共存する社会生活の長期化が想定される中、 

感染拡大防止のための手洗い・咳エチケット・マスク着用の徹底、「３つ

の密（密閉・密集・密接）」の回避といった基本的な感染対策を講じた

「新しい生活様式」における安全・安心なスポーツ活動が求められてい

ます。 
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第３章 計画の基本的な考え方  

１ 基本理念 

前計画における取組による成果や課題等を踏まえ、その成果を引き継

ぎながら、本県におけるスポーツ行政の根幹となる考え方を、基本理念と

して以下のとおり設定します。 

県民の誰もが豊かなスポーツライフを創造できる 

「生涯スポーツ社会の実現」 

 

２ 目指す姿 

  県民が生涯にわたってスポーツに親しみながら、地域で心 

身ともに健やかに暮らすことができる「スポーツふくしま」を

実現する 

 

３ 計画の構成 

本計画の目指す姿の実現に向け、以下の４つの施策の取組を柱として

整理し、施策を推進することとします。 

 

＜計画の構成＞ 

施策の柱１ 生涯スポーツの推進に関する取組 

施策の柱２ 競技スポーツの推進に関する取組 

施策の柱３ 障がい者スポーツの推進に関する取組 

施策の柱４ オリンピック・パラリンピックのレガシーの推進に関す 

る取組 

 

４ 視点 「楽しむ」「競う」「ともに」「つなぐ」 

○「楽しむ」 

県民の誰もが、いつでも、どこでも、いつまでも、「する」「みる」「さ
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さえる」といった多様な形でスポーツに親しみ、豊かなスポーツライフ

の創造を目指すことができるよう、「楽しむ」を一つ目の視点とします。 

 

○「競う」 

    国際大会や各種全国大会で活躍できるアスリートを数多く育成する

ことは、次代を担うアスリートに夢や希望を与えるとともに、県全体

の活性化に大きく寄与するものであるため、「競う」を二つ目の視点と

します。 

 

○「ともに」 

障がい者を始め配慮が必要な多様な人々が、スポーツを通じて社会参

画ができるよう、身近な地域で日常的にスポーツを楽しむことができる

環境づくりによる「共生社会の実現」に向け、「ともに」を三つ目の視

点とします。 

 

○「つなぐ」 

東京２０２０大会を契機としたスポーツ活動の機運上昇を県内のス

ポーツ推進の好機として捉えるとともに、レガシーとして継承し、活力

ある地域づくりにつなげていくため、「つなぐ」を四つ目の視点としま

す。 

 

 

 

 

 ２０３０年に「持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現」を目 

指す国際社会共通の目標として「ＳＤＧｓ」が掲げられています。 

福島県総合計画の施策「ふくしまのスポーツの推進」においては、“３

すべての人に健康と福祉を”及び“４質の高い教育をみんなに”がＳＤ

Ｇｓの目標として掲げられていることを踏まえ、部門別計画である本計

画では、その目標を浸透させながら本県のスポーツ推進に努めます。 
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【目標】
誰もが身近な地域でスポーツを楽しむ機会の創出

(1) ライフステージに応じたスポーツ活動の推進
(2) スポーツを「みる・ささえる」機会の充実
(3) スポーツ（を通じた）ネットワーク体制の強化
(4) スポーツ施設の機能強化
(5) 市町村スポーツ推進計画策定の促進

代表指標
・成人の週１回以上の運動・スポーツ実施率

【目標】
競技力の向上に向けた持続可能な強化体制の推進

(1) 競技力向上の推進
(2) アスリートの発掘・育成・強化
(3) 競技力の強化を支える人材の育成
(4) 競技力の強化を支える環境の整備

代表指標
・国民体育大会天皇杯順位

【目標】
障がい者の特性に応じたスポーツ参画機会の促進

(1) 障がい者のスポーツ活動・参加機会の充実
(2) パラアスリートの発掘・育成・強化
(3) 障がい者スポーツ推進体制・人材育成
(4) 障がい者スポーツ推進のための環境整備
(5) 障がい者スポーツ活動の理解促進

代表指標
・障がい者スポーツ教室・大会参加者数

【目標】

(1) スポーツ参画人口の拡大
(2) アスリートが活躍する場の実現
(3)

(4) オリンピック・パラリンピック教育レガシーの継承

代表指標

第４章　施策の推進における取組内容
　Ⅰ　施策体系

基本理念 県民の誰もが豊かなスポーツライフを創造できる「生涯スポーツ社会の実現」

目指す姿
県民が生涯にわたってスポーツに親しみながら、地域で心身ともに健やかに

暮らすことができる「スポーツふくしま」を実現する

施策の柱　４

オリンピック・パラリンピッ
クのレガシーの推進に関

する取組

東京オリンピック・パラリンピックを契機とした、スポー
ツによる活力ある地域づくりの推進

（パラリンピックを契機とした）共生社会型の
スポーツの推進

施策の柱　１

生涯スポーツの推進
に関する取組

施策の柱　２

競技スポーツの推進
に関する取組

施策の柱　３

障がい者スポーツの
推進に関する取組

・あづま総合運動公園の利用者数及びＪヴィレッジの
 来場者数
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(1) ライフステージに応じたスポーツ活動の推進
① 各カテゴリーのスポーツに親しむ機会の充実
② 子どものスポーツ機会の充実（児童・生徒の体力向上の取組含む)

(2) スポーツを「みる・ささえる」機会の充実
① スポーツ関連情報の発信
② 観戦、応援するスポーツの促進
③ （地域）スポーツを支える人材の育成
④ スポーツボランティアの育成・活用

(3) スポーツ（を通じた）ネットワーク体制の強化
① 総合型地域スポーツクラブの機能強化

② 関係機関・団体との連携の推進

(4) スポーツ施設の機能強化
① 既存施設の有効活用

② 学校施設開放の促進

(5) 市町村スポーツ推進計画策定の促進
① （市町村）セミナー等を通したスポーツ推進計画策定の普及啓発

施策の柱１　生涯スポーツの推進に関する取組

【目標】
誰もが身近な地域でスポーツを楽しむ機会の創出
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施策の柱１ 生涯スポーツの推進に関する取組 

（１）ライフステージに応じたスポーツ活動の推進 

① 各カテゴリーのスポーツに親しむ機会の充実 

・県は、市町村、スポーツ推進委員、総合型クラブ、県レクリエーショ

ン協会、県障がい者スポーツ協会等と連携し、スポーツに関心のない人

のスポーツ普及・啓発活動として、地域コミュニティの醸成や仲間づく

りを促進するとともに、スポーツに親しむ多様な機会の提供や情報発信

を通じて、スポーツへの興味・関心を喚起する取組を推進します。 

・県は、市町村、スポーツ推進委員、総合型クラブ等と連携し、女性の

スポーツ普及・啓発活動として、女性のライフステージやニーズ、意欲

に応じたスポーツ機会や情報を提供するなど、女性がスポーツ活動に参

加しやすい環境の整備を促進します。 

・県は、市町村、県体育協会等と連携し、子育て世代のスポーツ普及・

啓発活動として、親子を対象とした各種体験型のスポーツ教室などを開

催し、親子で身体を動かす機会の充実を図ります。 

・県は、市町村、企業等と連携し、働き世代のスポーツ普及・啓発活動

として、従来のスポーツ活動のほか、日常生活におけるウォーキングや

体操など、仕事の合間や通勤時に気軽に取り組める運動を推奨するなど、

スポーツ活動の時間を創出する働きかけを行います。 

・県は、県レクリエーション協会、県障がい者スポーツ協会、スポーツ

推進委員、総合型クラブ等と連携し、高齢者がそれぞれの体力や健康状

態に応じたスポーツをする機会の充実に努めるとともに、ニュースポー

ツ等の運動を通した活動を支援します。 

・県は、市町村やスポーツ団体等と連携し、幅広い年代で、それぞれの

ライフスタイルや適性、興味・関心に応じたスポーツに取り組めるよう、

県民スポーツ大会やふくしまレクリエーションフェスタの開催などス

ポーツをする機会の充実に努めます。 

・県は、市町村や企業と連携し、県民の運動やスポーツを継続する働き

かけとして、ＩＣＴを活用したインセンティブや健康プログラムの提供

などの活動を推進します。     

 

② 子どものスポーツ機会の充実（児童・生徒の体力向上の取組含む） 

・県は、屋内外における子どもたちの「遊び」の環境を整備し、福島の

未来を担う子どもたちの健やかな成長を促します。 
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・県と県体育協会は、子どもが身近な地域で多様なスポーツを経験でき、

発達段階に応じた適切な指導が受けられるよう、スポーツ少年団や総合

型クラブにおける指導環境の充実を図ります。 

・県は、授業の質を高めるための教員の指導力向上の取組や、教員同士

の教科間連携による授業改善、運動習慣の定着に向けた体育的活動の充

実等により、運動好きで、主体的に運動・スポーツに関わることができ

る児童・生徒の育成を図ります。 

・県は、学校と地域競技団体等との連携により、運動部活動を地域で受

け入れるための体制が積極的に進められることを目指して、必要な環境

整備について検討を進めます。  

 

（２）スポーツを「みる・ささえる」機会の充実 

① スポーツ関連情報の発信 

県は、県体育協会、県障がい者スポーツ協会、県レクリエーション協

会等と連携し、県民が興味･関心を持ち、スポーツ活動に主体的に取り組

めるよう、関係機関・団体と連携した効果的なスポーツ情報の収集と発

信に努めます。 

② 観戦、応援するスポーツの促進   

県は、本県を拠点に活動するプロスポーツチームの試合観戦や選手と

の交流機会等を創出するとともに、全国規模の大会誘致により、「みる」

スポーツを通じてスポーツへの興味・関心を高め、より多くの県民がス

ポーツに親しむ機運の醸成に努めます。 

③ （地域）スポーツを支える人材の育成   

県は、県体育協会、県障がい者スポーツ協会、競技団体等と連携し、

スポーツを「ささえる」役割を担う専門性を有した地域のスポーツ指導

者、障がい者スポーツの指導者等を対象とした研修会を開催するなど、

スポーツを支える人材の育成や資質向上に努めます。 

④ スポーツボランティアの育成・活用 

県は、関係団体と連携し、スポーツイベント等の企画や運営をささえ

るスポーツボランティアの普及・育成に努めます。また、スポーツボラ

ンティア活用の機会創出に努めます。 

 

（３）スポーツ（を通じた）ネットワーク体制の強化   

① 総合型地域スポーツクラブの機能強化 
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県は、県体育協会、広域スポーツセンター、福島県総合型スポーツク

ラブ連絡協議会（以下「県総合型クラブ協議会」という。）と連携し、総

合型クラブの登録・認証制度の整備等による質的充実を図るなど、総合

型クラブが持続可能な運営体制となるよう支援に努めます。 

② 関係機関・団体との連携の推進 

・県は、県体育協会、広域スポーツセンター、県総合型クラブ協議会と

連携し、関係団体と総合型クラブの連携・協働による体制づくりを進め

ます。 

・県は、市町村教育委員会や学校等と連携し、総合型クラブなどが地域

において運動部活動を担えるよう環境づくりを促進します。 

 

（４）スポーツ施設の機能強化 

   ① 既存施設の有効活用 

・県は、東京２０２０大会の開催を契機に整備されたあづま球場や本県

復興のシンボルであるＪヴィレッジなど、県内スポーツ施設の利活用促

進を図ります。 

・競技振興の拠点となるスポーツ施設の整備については、既存施設の 

一層の活用を促進するとともに、調査・研究に努め、その在り方につい

て検討します。 

② 学校施設開放の促進 

県は、県民が日常的にスポーツに取り組むことができるよう、身近な

スポーツ活動の場である学校体育施設の開放を促進します。 

 

（５）市町村スポーツ推進計画策定の促進 

① （市町村）セミナー等を通したスポーツ推進計画策定の普及啓発 

県は、セミナー等を実施し、各市町村における「スポーツ推進計画」

の策定や改定を促すとともに、地域の特性や現場のニーズに応じたスポ

ーツの施策を実施するよう働きかけ、スポーツを通じた健康増進、共生

社会の実現や経済・地域の活性化など、各市町村がスポーツを通じた活

力ある社会づくりに取り組めるように努めます。 
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【代表指標】 

指標 現況値（Ｒ１） 目標値（Ｒ１２） 

＊成人の週１回以上の運

動・スポーツ実施率 

４９．９％ ６５％ 

＊は県総合計画の指標 

 

 

 スポーツイベント・大会等の開催に当たっては、国の基準を踏まえ、

日本スポーツ協会が作成した「スポーツイベントの再開に向けた感染拡

大予防ガイドライン」や競技特性に応じた各競技別のガイドライン等を

遵守した上で実施されるよう、ウィズコロナ、アフターコロナの社会に

おけるスポーツ活動を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ライフステージに応じたスポーツ活動】 
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(1) 競技力向上の推進
① 各競技団体の競技力強化
② 一貫指導体制の推進

(2) アスリートの発掘・育成・強化
① 国際的な舞台で活躍するアスリートの強化支援
② 次世代アスリートの発掘・育成・強化の支援

(3) 競技力の強化を支える人材の育成
① 指導者・スタッフの育成と資質の向上

② 若手指導者の育成

(4) 競技力の強化を支える環境の整備
① スポーツ医・科学、情報等を活用した支援

② スポーツ・インテグリティの向上

③ トップアスリートのキャリア形成の促進

④ 企業・大学・地域等との連携・協働（運動部活動との連携含む）

施策の柱２　競技スポーツの推進に関する取組

【目標】
競技力の向上に向けた持続可能な強化体制の推進

25



施策の柱２ 競技スポーツの推進に関する取組 

（１）競技力向上の推進 

① 各競技団体の競技力強化 

県は、県体育協会と連携し、国際大会や各種全国大会で活躍できるア

スリートの輩出に向けた競技団体が実施する強化活動を支援します。 

② 一貫指導体制の推進 

県は、県体育協会や学校体育団体等と連携し、競技特性や選手の発達

段階に応じた長期的視点に基づいた指導理念の下、効果的な選手の発

掘・育成・強化を図る一貫指導体制を推進する競技団体を支援します。 

  

（２）アスリートの発掘・育成・強化 

① 国際的な舞台で活躍するアスリートの強化支援 

県は、県体育協会や競技団体等と連携し、国際的な競技力向上を見据

えた本県のアスリートを育成・強化するためのサポート体制の充実を図

ります。  

② 次世代アスリートの発掘・育成・強化の支援 

県は、県体育協会や競技団体等と連携し、国際大会や各種全国大会で

活躍が期待できる優れた資質を有する次世代アスリートの発掘・育成・

強化を図るなど、その活動を支援します。 

  

（３）競技力の強化を支える人材の育成 

① 指導者・スタッフの育成と資質の向上 

県は、県体育協会や競技団体等と連携し、国際大会や各種全国大会で

活躍できるアスリートの育成・強化に向け、品格や資質を兼ね備え、選

手の多様なニーズに応えることができる指導者の養成に向けた研修会

等を実施するなど、その資質向上に努めます。 

② 若手指導者の育成 

県は、県体育協会や関係団体等と連携し、研修会を開催するなど、競

技力向上の推進役を担う指導者の養成に努めます。 

 

（４）競技力の強化を支える環境の整備 

① スポーツ医・科学、情報等を活用した支援 
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県は、県体育協会や関係団体等と連携し、アスリートの栄養・コンデ

ィションの管理・指導やアンチ・ドーピング教育・啓発など、スポーツ

医・科学のスタッフ等から、専門知識に基づいたアドバイスを受けられ

る体制の充実に努めます。 

② スポーツ・インテグリティの向上 

県は、県体育協会や競技団体等と連携し、スポーツの誠実性・健全性・

高潔性を高め、スポーツの価値の向上を図るため、競技団体のコンプラ

イアンスの遵守やガバナンスの強化等に関する取組を推進します。 

③ トップアスリートのキャリア形成の促進 

県は、県体育協会や競技団体等と連携し、トップアスリートが、競技

生活を終えた後も県内に定着し、指導者等として活躍するとともに、そ

の能力を地域社会で活用できるような機会の拡充に努める等、スポーツ

に関わる人材の好循環の構築を図ります。 

④ 企業・大学・地域等との連携・協働（運動部活動との連携含む） 

・県は、企業や関係機関・団体等と連携し、県内のトップアスリートが、

活動拠点として競技活動に励むことのできる体制の整備について研究

を進めます。 

・県は、県体育協会や競技団体等と連携し、県内の大学におけるスポー

ツ資源（学生、指導者、研究者、施設等）を活用したアスリートの競技

力を支える体制の整備に努めます。 

・県は、学校体育団体や総合型クラブと連携し、運動部活動の活性化及

び充実に必要な取組について調査・研究を進め、競技別の強化拠点活動

の支援に努めます。 

 

【代表指標】 

指標 現況値（Ｒ１） 目標値（Ｒ１２） 

＊国民体育大会天皇杯順位 

（競技得点） 

３９位 

（３８３．５点） 

２０位台後半 

（４８０点以上） 

＊は県総合計画の指標 

 

【第７４回国民体育大会福島県選手団（茨城県）】 

福島民有新聞掲載 
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(1) 障がい者のスポーツ活動・参加機会の充実
① 障がい児・者のスポーツ活動の推進、成長に合わせたスポーツ指導
② スポーツイベント等への参加
③ 総合型地域スポーツクラブとの連携

(2) パラアスリートの発掘・育成・強化
① パラアスリートの発掘、育成支援
② （パラ）各競技団体への支援

(3) 障がい者スポーツ推進体制・人材育成
① 指導者の養成

② ボランティアの育成　

(4) 障がい者スポーツ推進のための環境整備
① 活動拠点の整備

② バリアフリー化の促進、合理的配慮の推進（学校体育施設、公共施設）

③ 障がい者スポーツに係る用具の有効活用

(5) 障がい者スポーツ活動の理解促進
① 障がい者スポーツの魅力発信

② 障がい者スポーツ関連情報の発信

③ 観戦、応援するスポーツの促進

施策の柱３　障がい者スポーツの推進に関する取組

【目標】
障がい者の特性に応じたスポーツ参画機会の促進
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施策の柱３ 障がい者スポーツの推進に関する取組 

（１）障がい者のスポーツ活動・参加機会の充実 

① 障がい児・者のスポーツ活動の推進､成長に合わせたスポーツ指導 

県は、県障がい者スポーツ協会と連携し、運動導入教室を始めとする

各スポーツ教室等において、興味、目的、体力や年齢、運動機能、ライ

フステージ、成長に合わせたきめ細かな指導などスポーツ活動の推進に

努めます。 

② スポーツイベント等への参加 

・県は、県障がい者スポーツ協会や福島県障がい者スポーツ指導者協議

会等と連携し、各地域で開催されるスポーツ教室やイベント等の開催を

支援するとともに参加を促します。 

・県は、県障がい者スポーツ協会と連携し、県障がい者スポーツ大会を

開催するとともに、全国障害者スポーツ大会へ選手を派遣します。 

③ 総合型地域スポーツクラブとの連携 

県は、県障がい者スポーツ協会と連携し、総合型クラブ、体育施設管

理者、スポーツ推進委員などのスポーツ関係団体の指導者等に対して、

障がい者が身近な地域で安心してスポーツ活動に取り組めるよう、障が

いの特性や障がい者スポーツの指導助言、障がい者スポーツを導入する

上でのガイドブック等の普及活動を進めます。 

 

 

 

 

 

 

【種目別スポーツ教室 ボッチャ】      【運動導入教室】 

（２）パラアスリートの発掘・育成・強化 

① パラアスリートの発掘、育成支援 

県は、県障がい者スポーツ協会や各パラ競技団体、特別支援学校等と

連携し、障がい者へのスポーツ活動の参加を促し、選手層の裾野拡大を

図ります。 

また、将来、パラリンピック等の国際大会で活躍が期待され、本県障
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がい者スポーツ競技発展の一翼を担うことが期待される次世代パラア

スリートを支援します。 

② （パラ）各競技団体への支援 

県は、県障がい者スポーツ協会と連携し、競技⼒の強化を図るための

練習会や合宿等を実施する各パラ競技団体を支援します。 

また、パラスポーツ大会を開催するパラ競技団体やブロック大会等に

出場するパラ競技団体を⽀援します。 

 

 

夏季大会

開催年 開催地 選手名

渡部　藤男 卓球競技 男子ダブルス：金メダル

猪狩　靖典 卓球競技 男子ダブルス：金メダル

Ｓ４７
（１９７２）

ハイデルベルグ
（ドイツ）

長谷川　浩　 陸上競技 男子１００ｍ・スラローム

Ｈ８
(１９９６）

アトランタ
（アメリカ）

  増子  恵美　 車いすバスケットボール 女子：５位　　

  増子  恵美　 車いすバスケットボール 女子：銅メダル

水澤　耕一 自転車タンデム(ﾊﾟｲﾛｯﾄ) ﾀｲﾑﾄﾗｲｱル：金メダル・ｽﾌﾟﾘﾝﾄ：銀メダル

増子  恵美 車いすバスケットボール 女子：５位　　

田村　正志 シッティングバレーボール 男子

八巻  智美 陸上競技T53 女子：１００ｍ:銀メダル・２００ｍ：銀メダル

増子  恵美 車いすバスケットボール 女子：４位　　

佐藤　　聡 車いすバスケットボール 男子：７位

半谷　静香 柔道競技 女子５２ｋｇ級：７位

豊島　英 車いすバスケットボール 男子

佐藤　　聡 車いすバスケットボール 男子

半谷　静香 柔道競技 女子４８ｋｇ級：５位

豊島　英 車いすバスケットボール 男子

吉田　信一 卓球競技 男子

佐々木　真菜 陸上競技T13 女子１００ｍ・４００ｍ：７位

半谷　静香 柔道競技 女子４８ｋｇ級：５位

橋本　勝也 車いすラグビー 銅メダル

豊島　英 車いすバスケットボール 男子：銀メダル

冬季大会

開催年 開催地 選手名

H１８
(２００６)

トリノ
（イタリア）

鈴木　猛史 スキー・アルペン・シッティング　 男子回転：４位

Ｈ２２
（２０１０）

バンクーバー
（カナダ）

鈴木　猛史 スキー・アルペン・シッティング　

男子大回転：銅メダル
スーパーG：５位
スーパーコンバイン：５位
滑降
回転

H２６
(２０１４)

ソチ
（ロシア）

鈴木　猛史 スキー・アルペン・シッティング　 男子回転：金メダル・滑降：銅メダル

H３０
(２０１８)

平昌
（韓国）

鈴木　猛史 スキー・アルペン・シッティング　 男子複合大回転：４位・大回転：４位

＊選手名の太字は入賞者

Ｈ２８
（２０１６）

リオデジャネイロ
（ブラジル）

Ｒ３
（２０２１） 東京

競技種目

Ｈ１６
（２００４）

アテネ
（ギリシャ）

Ｈ２０
（２００８）

北京
（中国）

Ｈ２４
（２０１２）

　ロンドン
（イギリス）

本県関係パラリンピック競技大会出場選手

競技種目

S３９
（１９６４）

東京

Ｈ１２
（２０００）

シドニー
（オーストリア）
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         半谷静香 選手              橋本勝也 選手 

 

 

 

 

 

 

        佐々木真菜 選手               豊島 英 選手 

 

 

 

 

                           

 

         鈴木猛史 選手                              （写真 X-１提供） 

 

（３）障がい者スポーツ推進体制・人材育成 

① 指導者の養成 

県は、県障がい者スポーツ協会等と連携し、障がいの状態に応じたス

ポーツ指導ができる人材の育成に向け、障がい者スポーツ指導員養成講

習会（初級）を開催します。 

また、競技特性に応じたより専門的な指導ができる中級・上級指導員

の受講者を支援し、障がい者スポーツの中心的存在として地域の活動を

コーディネートできる人材育成に努めます。 

② ボランティアの育成 

県は、県障がい者スポーツ協会、企業、関係機関、大学、専門学校等

と連携し、各種大会やスポーツイベントへのボランティア活動の参加を

促進します。 
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【公益財団法人日本パラスポーツ協会公認障がい者スポーツ指導員登録者数】

令和３年３月３１日現在 

 

 

 

 

 

 

                     資料：県スポーツ課調べ 

 

 

 

 

 

 

  

   【障がい者スポーツ指導員養成講習会】    【国際大会で活躍する審判員】 

 

（４）障がい者スポーツ推進のための環境整備 

① 活動拠点の整備 

県は、県障がい者スポーツ協会と連携し、障がいの特性に応じたサポ

ート体制を有するスポーツ拠点を整備し、その拠点を各地域に展開して

いく中で、これを支える人材の確保や人的ネットワークの確立に取り組

むとともに、地域で運動・スポーツがしやすい環境づくりに努めます。 

② バリアフリー化の促進、合理的配慮の推進（学校体育施設、公共施設） 

県は、県障がい者スポーツ協会と連携し、スポーツ施設設置者等へス

ポーツ施設の「障害者差別解消法」や「合理的配慮」の理解を促し、障

がい者がスポーツ施設を利用しやすい環境づくりに努めます。 

③ 障がい者スポーツに係る用具の有効活用 

県は、県障がい者スポーツ協会と連携し、障がい者スポーツを体験し

たい人や団体等（学校や福祉事業所）へ、用具の貸出を行い、身近な場

所で障がい者スポーツができる環境づくりに努めます。 
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46 50 51 56 

28 29 30 元 2

中級（人）

5 

8 8 8 8 

28 29 30 元 2

上級（人）

198 200 203 206 

178 

28 29 30 元 2

初級（人）
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（５）障がい者スポーツ活動の理解促進 

① 障がい者スポーツの魅力発信 

県は、県障がい者スポーツ協会と連携し、パラリンピックや国際大会

等で活躍した選手・関係者と交流できるイベントや出前講座等を開催し、

障がいの有無に関わらず共にスポーツを楽しむ機会を提供するととも

に、パラスポーツの競技紹介や体験会を通して、スポーツを通した共生

社会の実現のために、障がい者スポーツの魅力を発信します。 

② 障がい者スポーツ関連情報の発信 

県は、県障がい者スポーツ協会と連携し、県内各地域で開催される

様々な障がい者スポーツイベント等について、協会広報誌やリーフレッ

ト、ＳＮＳ、ホームページ等を活用し分かりやすく情報を提供するとと

もに、地元メディア等と連携した積極的なＰＲ活動に努めます。  

③ 観戦、応援するスポーツの促進   

県は、県障がい者スポーツ協会と連携し、県内で開催される各種パラ

スポーツ大会の観戦への参加を積極的に促すほか、国内外で放映される

パラスポーツの試合などを周知し、障がい者スポーツの応援者（ファン）

の拡大に努めます。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

【代表指標】 

指標 現況値（Ｒ２） 目標値（Ｒ１２） 

＊障がい者スポーツ教室・ 

大会参加者数 

４０２人 

※５,１８１人（Ｒ１） 

６,６００人 

・現況値：新型コロナウイルス感染症の影響があるなどの値については、 

Ｒ１の値（※）を掲載しています。 

＊は県総合計画の指標 
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(1) スポーツ参画人口の拡大
① 各カテゴリーのスポーツに親しむ機会の充実　（再掲）
② スポーツボランティアの育成・活用　（再掲）
③ 身近な地域におけるスポーツ機会の充実
④ スポーツを通じた交流やスポーツツーリズムの促進

(2) アスリートが活躍する場の実現
① 国際的な舞台で活躍するアスリートの強化支援　（再掲）
② トップアスリートのキャリア形成の促進　（再掲）
③ ロールモデルアスリートの育成と活躍の推進

（総合型地域スポーツクラブとの連携）

(3) （パラリンピックを契機とした）共生社会型のスポーツの推進
① 障がい者スポーツのサポーター拡大

② 活動拠点の整備　（再掲）

③ 心のバリアフリーの理解・定着促進

(4) オリンピック・パラリンピック教育レガシーの継承
① 多面的な教育的価値を踏まえたスポーツ活動の促進

【目標】
東京オリンピック・パラリンピックを契機とした、スポーツによる
活力ある地域づくりの推進

施策の柱４　オリンピック・パラリンピックのレガシーの推進
                に関する取組
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施策の柱４ オリンピック・パラリンピックのレガシー 

の推進に関する取組 

（１）スポーツ参画人口の拡大 

① 各カテゴリーのスポーツに親しむ機会の充実 （再掲） 

・県は、市町村、スポーツ推進委員、総合型クラブ、県レクリエーショ

ン協会、県障がい者スポーツ協会等と連携し、スポーツに関心のない人

のスポーツ普及・啓発活動として、地域コミュニティの醸成や仲間づく

りを促進するとともに、スポーツに親しむ多様な機会の提供や情報発信

を通じて、スポーツへの興味・関心を喚起する取組を推進します。 

・県は、市町村、スポーツ推進委員、総合型クラブ等と連携し、女性の

スポーツ普及・啓発活動として、女性のライフステージやニーズ、意欲

に応じたスポーツ機会や情報を提供するなど、女性がスポーツ活動に参

加しやすい環境の整備を促進します。 

・県は、市町村、県体育協会等と連携し、子育て世代のスポーツ普及・

啓発活動として、親子を対象とした各種体験型のスポーツ教室などを開

催し、親子で身体を動かす機会の充実を図ります。 

・県は、市町村、企業等と連携し、働き世代のスポーツ普及・啓発活動

として、従来のスポーツ活動のほか、日常生活におけるウォーキングや

体操など、仕事の合間や通勤時に気軽に取り組める運動を推奨するなど、

スポーツ活動の時間を創出する働きかけを行います。 

・県は、県レクリエーション協会、県障がい者スポーツ協会、スポーツ

推進委員、総合型クラブ等と連携し、高齢者がそれぞれの体力や健康状

態に応じたスポーツをする機会の充実に努めるとともに、ニュースポー

ツ等の運動を通した活動を支援します。 

・県は、市町村やスポーツ団体等と連携し、幅広い年代で、それぞれの

ライフスタイルや適性、興味・関心に応じたスポーツに取り組めるよう、

県民スポーツ大会やふくしまレクリエーションフェスタの開催などス

ポーツをする機会の充実に努めます。 

・県は、市町村や企業と連携し、県民の運動やスポーツを継続する働き

かけとして、ＩＣＴを活用したインセンティブや健康プログラムの提供

などの活動を推進します。 
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② スポーツボランティアの育成・活用 （再掲） 

県は、関係団体と連携し、スポーツイベント等の企画や運営をささえ

るスポーツボランティアの普及・育成に努めます。また、スポーツボラ

ンティア活用の機会創出に努めます。 

③ 身近な地域におけるスポーツ機会の充実 

・県は、市町村と連携し、豊かな自然環境をいかしたスポーツ活動の充

実に向けた取組を促進します。 

・県は、市町村、県体育協会等と連携し、地域スポーツ資源をいかした

体験プログラムを実施するとともに、身近な地域のスポーツ活動の情報

提供に努めます。 

   ④ スポーツを通じた交流やスポーツツーリズムの促進 

・県は、オリンピック野球・ソフトボール競技が開催された県営あづま

球場やオリンピック聖火リレーグランドスタートの地となったＪヴィ

レッジの利活用を促進し、スポーツによる交流人口の拡大に努めます。 

・県は、関係団体等と連携しながら、スポーツ大会等の誘致やスポーツ

イベントの継続的な開催等を通して、本県の魅力を発信し、地域振興・

観光振興につなげます。 

・県は、ホストタウン等の市町村と相手国・地域との継続的な国際交流

を促進します。 

 

（２）アスリートが活躍する場の実現 

① 国際的な舞台で活躍するアスリートの強化支援 （再掲） 

県は、県体育協会や競技団体等と連携し、国際的な競技力向上を見据

えた本県のアスリートを育成・強化するためのサポート体制の充実を図

ります。 

   ② トップアスリートのキャリア形成の促進 （再掲） 

県は、県体育協会や競技団体等と連携し、トップアスリートが、競技

生活を終えた後も県内に定着し、指導者等として活躍するとともに、そ

の能力を地域社会で活用できるような機会の拡充に努める等、スポーツ

に関わる人材の好循環の構築を図ります。 

   ③ ロールモデルアスリートの育成と活躍の推進（総合型地域スポーツ

クラブとの連携） 

県は、県体育協会や競技団体、総合型クラブ等と連携し、本県関係の

トップアスリートが市町村や地域のスポーツクラブ、競技団体が開催す
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るスポーツイベント・スポーツ教室において活躍する場を創出するなど、

各種事業におけるロールモデルとして広く活用するための取組を推進

します。 

 

（３）（ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸを契機とした）共生社会型のスポーツの推進 

①  障がい者スポーツのサポーター拡大 

県は、県障がい者スポーツ協会と連携し、障がい者スポーツ関連の情

報や魅力を発信するとともに、スポーツ指導員、大会ボランティア、企

業スポンサー等、障がい者スポーツのサポーター拡大に努めます。  

② 活動拠点の整備 （再掲） 

県は、県障がい者スポーツ協会と連携し、障がいの特性に応じたサポ

ート体制を有するスポーツ拠点を整備し、その拠点を各地域に展開して

いく中で、これを支える人材の確保や人的ネットワークの確立に取り組

むとともに、地域で運動・スポーツがしやすい環境づくりに努めます。 

③ 心のバリアフリーの理解・定着促進 

県は、県障がい者スポーツ協会と連携し、各学校等に対して出前講座

等を行い、障がい者スポーツの理解促進を通して「心のバリアフリー」

「共生社会」の実現に向けた取組を推進します。 

 

（４）オリンピック・パラリンピック教育レガシーの継承 

① 多面的な教育的価値を踏まえたスポーツ活動の促進 

・県は、オリンピック・パラリンピックを契機としたスポーツ活動への

関心の高まりをレガシーとして継承するため、関係団体等と連携し、ト

ップアスリートとの交流など、多種多様なスポーツの体験機会を子ども

たちに提供するとともに、継続的なホストタウン交流による国際・異文

化理解を促進します。 

・県は、一人一人が互いを認め合う（多様性と調和）社会をつくり、未

来へ継承するために、様々なスポーツに親しむ機会を創出するよう努め

ます。 

・県は、オリンピアン・パラリンピアンに関わる道徳教育等を通して、

子どもたちが自らの目標に向かい、一歩踏み出そうとする姿勢を養いま

す。 
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【代表指標】 

指標 現況値（Ｒ２） 目標値（Ｒ１２） 

◇あづま総合運動公園の利

用者数及びＪヴィレッジの来

場者数 

１２０万人 

※２１６万人（Ｒ１） 

２５１万人 

・現況値：新型コロナウイルス感染症の影響があるなどの値については、Ｒ１の値（※）を掲載しています。 

◇：利用者数と来場者数は、それぞれの施設管理者が統計上用いている名称を掲載しています。 

 

Ⅱ 施策の推進に当たって 

１ 計画の推進体制 

施策の推進に当たっては、市町村やスポーツ団体等の関係機関・団体は

もとより、企業や大学等とも連携・協働して取り組んでいきます。 

また、スポーツ基本法に基づき、「地方スポーツ推進計画その他のスポ

ーツの推進に関する重要事項を調査審議させるため」に設置された福島県

スポーツ推進審議会が中心となり、本計画の進捗状況や、本計画に基づく

取組の成果などについて進行管理を行います。 

   

２ 計画の進行管理 

（１） 本計画の進捗状況の評価は、施策目標の達成状況を客観的に把握・

評価するために設定した指標を用いて行います。指標については、以

下のとおり区分します。 

   ○代表指標：施策によって、課題解決がどれだけ達成できたのか成果

を測る指標 

   ○関連指標：課題解決の達成状況を直接的に測る指標ではないが、課

題や現状分析に資する指標 

    

（２） 福島県スポーツ推進審議会を定期的に開催し、各指標や最新の数値

に基づいて、これまでの目標指標の推移や目標年度との関係を踏まえ、

目標の達成状況の評価を行います。 

 

（３） 県政世論調査等により、定期的に県民のスポーツ活動に対する実態

やニーズの把握を行います。 
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＊は県総合計画の指標

代表指標

関連指標

代表指標

関連指標

代表指標

関連指標

代表指標

関連指標

・現況値：新型コロナウイルス感染症の影響があるなどの値については、Ｒ1の値（※）を掲載しています。

◇：利用者数と来場者数は、それぞれの施設管理者が統計上用いている名称を掲載しています。

　国際大会に出場する競技者数
　（再掲）

　 ３７人（Ｒ２）
※８８人（Ｒ１）

１００人

④
　体育施設等のバリアフリー化の促進・
合理的配慮の推進状況　（再掲）

３０６件（Ｒ２） ７５０件

　日本障がい者スポーツ協会公認スポー
ツ指導者数等

２４２人（Ｒ２） ３４０人

４
　
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク

の
レ
ガ
シ
ー
の
推
進
に
関
す
る
取
組

◇あづま総合運動公園の利用者数及び
Ｊヴィレッジの来場者数

　 １２０万人（Ｒ２）
※２１６万人（Ｒ１）

２５１万人

①
　この１年にスポーツに関するボランティ
ア活動を行った割合　（再掲）

９．１％（Ｒ１） １１％

②
　生涯スポーツに関連する行事に参加し
た延べ人数　（再掲）

　 １３２,９３６人（Ｒ２）
※３２１,０８５人（Ｒ１）

３６８,０００人

③

１００人

３
　
障
が
い
者
ス
ポ
ー

ツ
の
推
進
に
関
す
る
取

組

＊障がい者スポーツ教室・大会参加者数
　　　４０２人（Ｒ２）
※５,１８１人（Ｒ１）

６,６００人

①
　体育施設等のバリアフリー化の促進・
合理的配慮の推進状況

３０６件（Ｒ２） ７５０件

２
　
競
技
ス
ポ
ー

ツ
の

推
進
に
関
す
る
取
組

＊国民体育大会天皇杯順位
　（競技得点）

３９位（Ｒ１）
（３８３．５点（Ｒ１））

２０位台後半
（４８０点以上）

① ＊
全国大会等で上位入賞する競技者数

②

② 　国際大会に出場する競技者数

⑤
　生涯スポーツに関連する行事に参加し
た延べ人数

　 １３２,９３６人（Ｒ２）
※３２１,０８５人（Ｒ１）

⑥
＊総合型地域スポーツクラブ事業への参
加者数

－

　 ３７人（Ｒ２）
※８８人（Ｒ１）

④
　市町村のスポーツ推進計画（単独）策
定状況

７市町村（Ｒ２） ２４市町村

個人：５０人(R２) ※１３０人(R１)
団体：９団体(R２) ※２９団体(R１)

個人：１４５人
団体：４０団体

３６８,０００人

１１２,０００人

福島県スポーツ推進基本計画・指標一覧　
施策
の柱

指標 現況値 目標値（Ｒ１２）

１
 

生
涯
ス
ポ
ー
ツ
の
推
進
に
関
す
る
取
組

＊
成人の週１回以上の運動・スポーツ

実施率
４９．９％（Ｒ１） ６５％

①

＊
全国体力・運動能力、運動習慣等調査

における新体力テストの全国平均との比
較値（全国＝１００）

小５男：　９８．９（Ｒ１）
小５女：１０１．１（Ｒ１）
中２男：　９９．３（Ｒ１）
中２女：１００．１（Ｒ１）

小５男：１００．０以上
小５女：１０１．９以上
中２男：１００．０以上
中２女：１００．２以上

②
　この１年にスポーツに関するボランティ
ア活動を行った割合

９．１％（Ｒ１） １１％

③
　学校体育施設（グラウンド及び体育館）
の開放率

小・中学校
９０．１％（Ｒ２）

高校
１８．７％（Ｒ２）

小・中学校
９５％
高校
３５％
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計画の策定経過

年 月 日 項 目 内 容

令和元年７月２３日 . 第１回スポーツ推進審議会
○新スポーツ推進基本計画策
定スケジュール案の提示等

令和 ２ 年 ２ 月 ６ 日 . 第２回スポーツ推進審議会

○県民の運動・スポーツに関す
る実態調査の結果報告につい
て
○現スポーツ推進基本計画の
評価
○新スポーツ推進基本計画の
方向性について

令 和 ２ 年 ７ 月 第１回スポーツ推進審議会 ※　新型コロナウイルス感染症の影響により中止

令 和 ２ 年 １ ０ 月 第２回スポーツ推進審議会 ※　新型コロナウイルス感染症の影響により中止

令 和 ３ 年 ２ 月 第３回スポーツ推進審議会 ※　新型コロナウイルス感染症の影響により中止

令和３年８月３０日 . 第１回スポーツ推進審議会

第１回スポーツ推進審議会
○知事（文化スポーツ局長）か
ら審議会会長に諮問
○新スポーツ推進基本計画の
施策体系について
○新スポーツ推進基本計画の
指標の検討について

令和３年１１月１２日 . 第２回スポーツ推進審議会
○新スポーツ推進基本計画
（案）の中間整理

令和３年１２月１０日
～令和４年１月 ９日

　県民意見公募（パブリックコメ
ント）の実施

○中間整理案に関する意見の
公募

令和 ４ 年 ２ 月 ３ 日 . 第３回スポーツ推進審議会
○新スポーツ推進基本計画
（案）の最終審議

令和４年２月１８日 . ○答申
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№ 氏　　名 所　属　団　体　・　役　職　等 備考

1 氏 家 美 代 子 　NPO法人かわまたスポーツクラブ副理事長

2 追 分 富 子 　福島県商工会議所女性会連合会会長

3 尾 形 幸 男 　福島県高等学校体育連盟会長

4 片 平 俊 夫 　公益財団法人福島県体育協会副会長 会長

5 菊 池 信 太 郎 　医療法人仁寿会菊池医院院長

6 熊 ヶ 谷 頼 子 　福島県スポーツ推進委員協議会女性委員長

7 斎 藤 公 子 　NPO法人福島県レクリエーション協会事務局次長

8 斎 藤 剛 　福島県中学校体育連盟会長

9 齋 藤 道 子 　NPO法人うつくしまスポーツルーターズ事務局長

10 坂 本 浩 之 　福島県町村会副会長（三春町長）

11 長 岐 博 　公益財団法人スポーツ安全協会福島支部長

12 中 村 啓 子 　公益社団法人福島県栄養士会副会長

13 増 子 恵 美 　公益財団法人福島県障がい者スポーツ協会書記

14 班 目 秀 雄 　元JOCナショナルコーチ

15 町 島 洋 一 　NPO法人かがみいしスポーツクラブ事務局員

16 安 田 俊 広 　国立大学法人福島大学教授

17 松 井 義 孝 　福島県都市教育長協議会会員（本宮市教育長）

福島県スポーツ推進審議会委員名簿

42



用語の補足説明
用語名 説明

主な記載
ページ

1 ＩＣＴ

　「情報通信技術」をさす言葉で、通信技術を使って、人とインターネット、
人と人が繋がる技術の意味です。活用例としては、メール、チャット、ＳＮＳ
の活用、ネット検索などがあります。

２０
３４

2 アスリート
　運動選手、スポーツ選手を意味しますが、主としてトップレベルの競技者や
大会入賞を目指して日々練習に打ち込むような選手をさします。

3 一貫指導体制

　優れた素質を有する競技者が、指導者や活動拠点等にかかわらず、一貫した
指導理念に基づく個人の特性や発達段階に応じた最適の指導を受けることを通
じ、トップレベルの競技者へと育成される体制（システム）のことです。

１１
２５

4 インセンティブ

　英語の「incentive（刺激・動機・誘因）」に由来し、動機づけを意味しま
す。外部から刺激を与えることにより、人の意欲を掻き立て、行動を促すこと
をさします。

２０
３４

5 ＳＮＳ

　ソーシャルネットワークキングサービスの略で、登録された利用者同士が交
流できるＷｅｂサイトの会員制サービスのことです。最近では、会社や組織の
広報としての利用も増えてきました。

３２

6 運動 　健康や楽しみのためなどに行う身体活動のことです。

7 カテゴリー
　「種類」「区分」という意味をさしますが、本計画では、年代別、性別、障
がいの有無など、様々な属性を包括する意味で使用しています。

２０
３４

8 ガバナンス
　不正行為を防止するための仕組みや効率よく業務を行うための仕組みのこと
です。 ２６

9 競技スポーツ

　スポーツを行う目的は様々ですが、特に勝利や大会での成績、記録や技能の
向上を目指して行うのが典型的な「競技スポーツ」です。競技スポーツを行う
ことは、勝利や技能の向上により達成感や満足感を味わうことができ、スポー
ツが持つ魅力を感じることができます。また、トップアスリートの競技をみる
ことは、県民にスポーツの醍醐味、洗練された技能のすばらしさ等、人々に夢
や感動を与え、スポーツの魅力を十分に伝えてくれるスポーツのことです。

１６
２５

10 共生社会

　これまで必ずしも十分に社会参加できるような環境になかった障がい者等が
積極的に参加・貢献していくことができる社会のことで、それは、誰もが相互
に人格と個性を尊重し、人々の多様な在り方を相互に認め合える全員参加型の
社会のことです。

８
１２
２２
３６

11 県政世論調査

　県政の課題等について県民の意識やニーズを調査し、具体的な政策形成等の
基礎的な資料とする目的で実施する調査のことです。令和３年度は、県内の１,
３００人を対象に実施しました（有効回収率６４．５％）。

３７

12
県民の運動・スポーツ
に関する実態調査

　新たな「福島県スポーツ推進基本計画」の策定にあたり、指標の達成状況の
検証や県民の運動・スポーツに対応する関心及びスポーツ活動の実態を把握
し、基礎資料とするために実施する調査のことです。令和元年度は、県内の３,
０００人を対象に実施しました（有効回収率４４．７％）。

４
７
１２

13 広域スポーツセンター

　平成１６年度までに広域スポーツセンターを県内４か所に設置し、広域市町
村圏内の総合型地域スポーツクラブの創設や運営、圏内におけるスポーツ活動
全般をサポートしてきました。平成２８年度から「うつくしま広域スポーツセ
ンター（県体育協会内）」の１センター体制で支援をしています。平成３０年
度に「ふくしま広域スポーツセンター」へ名称を変更しました。

２２

14 合理的配慮

　障がいのある方が困っている場合に、その人の障がいに合った必要な工夫や
やり方を相手に伝えて、困っている状況を改善してもらうことを合理的配慮と
言います。行政機関や会社、お店などの人が、障がいのある方に「合理的配慮
をしないこと」は差別となります。

３１

15 心のバリアフリー
　様々な心身の特性や考え方を持つすべての人々が、相互に理解を深めようと
コミュニケーションをとり、支え合うことをいいます。 ３６

16 コンプライアンス
　法令順守。社会規範に反することなく、公正・公平に業務を遂行をすること
をいいます。 ２６

17 生涯スポーツ

　子どもから高齢者まで、生涯にわたってライフステージに、それぞれの興
味・関心や目的に応じて運動・スポーツに親しむことを意味します。生涯ス
ポーツは、競技として、レクリエーションとして、あるいは、健康・体力つく
りなど、様々な目的や楽しみ方があります。また、「する」「みる」「ささえ
る」等、様々なかかわり方があります。

１
１６
２０

18
「障がい」の表記につ
いて

　本県では、障がいの「害」という漢字の表記について、平成１６年９月に策
定した「第２次福島県障がい者計画」より「障がい」「障がい者」という表記
に改めるとともに、可能なところから見直すこととしており、「福島県障がい
者福祉計画」においても、法令上やむを得ないもの等を除き、極力「障がい」
「障がい者」という表記を用いています。
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19 スポーツ

　ルールや決まりに基づいて活動する陸上競技やサッカー等の球技、また柔道
や剣道等の武道などを「スポーツ」として扱います。しかし、単に「スポーツ
は..」や「スポーツ振興」あるいは「スポーツ活動」と表現している場合は、
原則として「運動」と「スポーツ」の両方を含めた意味で使用しています。

20
スポーツ・インテグリ
ティ

　ドーピング、八百長、違法賭博、暴力、ハラスメント、差別、団体ガバナン
スの欠如等の不正がない状態であり、スポーツに携わる者が自らの規範意識に
基づいて誠実に行動することにより実現されるものとして、国際的に重視され
ている概念のことです。

２６

21 スポーツ基本計画

　スポーツ基本法の理念を具体化し、今後の我が国のスポーツ施策の具体的な
方向性を示すものとして、国、地方公共団体及びスポーツ団体等の関係者が一
体となって施策を推進していくための重要な指針として平成２４年３月に位置
づけられたものです。

２

22 スポーツ基本法

　スポーツ振興法を全部改正する形で平成２３年６月に制定された法律であ
り、スポーツに関する基本理念や、スポーツに関する施策の基本となる事項が
定められているものです。

２
３７

23 スポーツ推進委員

　市町村におけるスポーツ推進のため、事業の実施に係る連絡調整並びに住民
に対するスポーツ実技の指導、その他スポーツに関する指導及び助言を行う
（スポーツ基本法第32条第2項）人のことをいいます。旧スポーツ振興法第19条
に定める「体育指導委員」について、近年、スポーツ実技の指導や助言のみら
なず、スポーツ推進事業の実施に係る連絡調整の役割が重要性を増しているこ
とから、スポーツ基本法において「スポーツ推進委員」と改称され、地域ス
ポーツの推進役としてのコーディネーターという新たな役割が追加されまし
た。

２０
２８
３４

24 スポーツツーリズム

　スポーツの参加や観戦を目的とした旅行や、地域資源とスポーツを融合した
観光を楽しむとともに、地域における交流人口の拡大や地域経済への波及効果
等を図る取組のことをいいます。

３５

25 障害者差別解消法

　全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と
個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障害を理由とする差別の
解消を推進することを目的した法律のことです。

３１

26
障がい者スポーツ指導
員

　日本国内の障がい者スポーツの普及と発展を目指して、（公財）日本障がい
者スポーツ協会が公認する資格を有する指導者をさします。この資格には、初
級・中級・上級・障がい者スポーツコーチ・障がい者スポーツトレーナー・障
がい者スポーツ医の６つの資格があります。

３０

27 障がい者スポーツ団体
　障がいのある方を対象として、スポーツ・レクリエーション等を実施するス
ポーツクラブ、サークルなどをさします。 １３

28
全国体力・運動能力、
運動習慣等調査

　子どもの体力の状況を把握・分析し、子どもの体力向上に係る施策の成果と
課題を検証・改善するため、全国の小５、中２を対象にスポーツ庁が実施する
調査のことをいいます。

６

29
総合型地域スポーツク
ラブ

　「いつでも、どこでも、だれでも、いつまでも」スポーツを楽しむことがで
きる社会を実現するために、地域住民が主体となって、自ら運営・管理をする
新しいスポーツクラブのシステムです。いろいろな種類のスポーツを様々な人
たちが、その興味・関心や競技レベルを問わず、それぞれのスタイルで楽しむ
ことができるスポーツクラブのことをいいます。

７
２１
２８

30
第２期スポーツ基本計
画

　平成２４年３月に策定した「スポーツ基本計画」は、平成２４年度から５年
間の計画であり、平成２９年度から令和３年度までの計画を新たに策定するた
め、スポーツ庁において、平成２９年３月に「第２期スポーツ基本計画」を策
定しました。

2

31 体育
　「体育」とは、一般的には運動・スポーツについての教育（学習）を意味す
る言葉で、主に学校教育で使われる教育用語のことです。

１２
２１

32 トップアスリート

　アスリートの中でも一流と認められる者は「トップアスリート」という呼び
方をします。一般的にはオリンピック・パラリンピックや世界選手権出場レベ
ルの者や、各競技の世界ランキング上位者などをさします。しかし、高校生で
あれば全国大会出場レベル、大学生や社会人であれば日本選手権出場レベル以
上のアスリートをさします。

７
２６
３５

33 登録・認証制度

　総合型地域スポーツクラブが行政等とパートナーシップを構築し、公益的な
事業主体として役割を果たすことを目的として令和４年度から導入されるライ
センス制度のことです。

２２

34 バリアフリー

　障害物（バリア）を取り除く（フリー）という意味。 住宅内や地域社会にお
いて、障がい者や高齢者にとっての障害を取り除き、暮らしやすい環境を実現
していこうという考え方。また、バリアフリーをさらに推し進め、障がい者、
高齢者、健常者等の別なく、はじめから、すべての人にとって安全・安心で利
用しやすいように、建物、製品、環境などを計画、設計することをユニバーサ
ルデザインといいます。

１３
３１
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35
福島県障がい者スポー
ツ指導者協議会

　県内の障がい者スポーツ指導員全体の組織で、指導員は、競技部、支部、専
門部のいずれかに所属し（複数可）、障がい者スポーツの振興を図ります。ま
た、各支部、各競技、指導者相互の連携を図り、指導員の資質向上、各種事
業、大会の検討及び調整を行います。

１３
２８

36 福島県総合計画

　県のあらゆる政策分野を網羅し、県づくりの指針や施策を示す県の最上位計
画となり、計画期間は、令和４（２０２２）年度から令和１２（２０３０）年
度までの９年間です。

２
１７

37 フレイル

　加齢とともに体や心のはたらき、社会的つながりが弱くなった状態のことを
さします。何も対策をしないと要介護となる可能性高いですが、予防や改善が
期待できる段階でもあります。早期に適切な取組を行うことが大切です。

５

38 ホストタウン

　東京オリンピック・パラリンピック競技大会を通じ、スポーツ立国、グロー
バル化の推進、地域の活性化、観光振興等に資する観点から、参加国・地域と
の人的・経済的・文化的な相互交流を図る地方公共団体のことをいいます。

１４
３５

39 ユニバーサルデザイン

　はじめから、すべての人の多様なニーズを考慮し、年齢、性別、身体的能
力、言語などの違いにかかわらず、すべての人にとって安全・安心で利用しや
すいように、建物、製品、環境などを計画、設計することです。

４３

40 ライフスタイル
　生活の様式･営み方、また、人生観･価値観･習慣などを含めた個人の生き方を
いいます。

２０
３４

41 ライフステージ
　人間の一生における幼年期・児童期・青年期・壮年期・老年期などのそれぞ
れの段階をさします。

２０
２８

42 レガシー

　オリンピック・パラリンピック競技大会等の開催により開催都市や開催国
が、長期にわたり継承・享受できる、大会の社会的・経済的・文化的恩恵のこ
とです。

１
１７
３６

43 レクリエーション

　「レクリエーション」とは「心を元気にすること」です。それを目的に行わ
れる「スポーツ」を含むさまざまな活動を「レクリエーション活動」と呼びま
す。そこには、休養や娯楽、さらに自己実現を図るといった積極的な意味合い
を持つものまでが含まれます。

２０
３４

44 ロールモデル 　自分にとって、具体的な行動や考え方の模範となる人物のことをいいます。 ３５

45 若手指導者 　おおむね４０歳以下の指導者をさします。 ２５
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